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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期
第１四半期
累計期間

第18期
第１四半期連結
累計期間

第17期

会計期間

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

自平成25年
４月１日
至平成25年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成25年
３月31日

売上高（千円） 22,979 53,127 187,317

経常損失（△）（千円） △52,912 △54,183△186,278

四半期（当期）純損失（△）（千円） △53,150 △54,466△331,949

四半期包括利益又は包括利益（千円） － △52,304△214,574

純資産額（千円） 1,179,179699,266 751,571

総資産額（千円） 1,228,480755,081 804,189

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）金額（円）
△1,112.41△1,107.35△6,797.32

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 96.0 92.6 93.5

　（注）１．第17期第１四半期は四半期連結財務諸表を作成していないため、第17期第１四半期累計期間について記載し

ております。

　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

（継続企業の前提に関する重要事象等について）

当社グループは、平成14年3月期より前連結会計年度まで継続して当期純損失を計上し、当第１四半期連結累計期間

においても四半期純損失54,466千円を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況

が存在しております。

当社グループは、当該状況を解消すべく、「第２ 事業の状況 ３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析（4）継続企業の前提に関する重要事象等について」に記載のとおりの施策に取り組んでおりますが、施策

は実施途中及び展開予定の施策であり、今後の営業活動の状況、環境の変化等によって計画通り進捗しない可能性が

あります。したがって現時点では、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。　 　

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。　

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新政権の経済政策への期待から、円高の是正や株価の上昇が

進行するとともに、輸出関連企業を中心に収益が改善する等、景気は回復基調で推移いたしました。しかしながら、

中国をはじめとする新興国経済の減速や欧州経済の停滞等、依然として不透明な状況が残されております。

このような状況下、当社グループ（当社及び連結子会社）の当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高53,127

千円、営業損失58,505千円、経常損失54,183千円、四半期純損失54,466千円となりました。

なお、前第１四半期については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同期比の記載はしておりません。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。 

　1）グラフィックス関連事業

産業用グラフィックス事業は、航空管制向けにグラフィックスボードの販売をするとともに、前連結会計年度第３

四半期より販売を開始した当社独自技術のFVT（注）を搭載した新製品の販売を推進いたしました。また、医療事業の

拡大を図る国際的な大手優良メーカーとの共同開発を前期より継続して進めました。

この結果、売上高24,696千円、セグメント利益14,010千円となりました。 

　

2)組込ソリューション関連事業

前連結会計年度第３四半期に連結子会社化した株式会社ソアーシステム（以下、「ソアー社」）により、プリンタ、

通信機器等の組込システム、各種業務システム、健診システム等の受託開発、ポータルWEBサイト構築、サーバー環境設

計/構築/運用/保守、簡易外観検査装置の開発などを行いました。

この結果、売上高28,431千円、セグメント損失29,908千円となりました。 

　

3)部材関連事業

当第１四半期連結累計期間において、当該事業の取引はありませんでした。

　

 （注）FVT(ファインビューテクノロジー）

 　当社が独自開発した、デジタル医用画像を汎用モニタ上で実現するための技術。DICOMキャリブレーションや、輝度

均一化制御、モニタ管理機能等を汎用モニタで実現することができる。

 　 　 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありま

せん。
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（3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、1,636千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

（4）継続企業の前提に関する重要事象等について

当社グループは、平成14年3月期より前連結会計年度まで継続して当期純損失を計上し、当第１四半期連結累計期

間においても四半期純損失54,466千円を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しております。

当社グループは、当該状況を解消すべく、以下の施策を実行し、収益の改善に取り組んでおります。

①収益基盤の確立と強化

当社の主要事業である「グラフィックス関連事業」の収益化の具体的な施策として、産業用グラフィックス事業

では、医用及び航空管制向けの市場は堅調に拡大しており、当社独自技術のFVTを搭載した新製品のOEM販売等により

安定した販路確保に努めるとともに、アミューズメント事業については、前連結会計年度において事業再編によるコ

スト削減のための縮小を行い、産業用グラフィックス事業に経営資源を集中させることにより、早期黒字化と収益基

盤の確立を図ってまいります。

また、前連結会計年度において連結子会社化したソアー社の永年様々な顧客要求を通じて確立したハードウェア

・ソフトウェア協調設計技術、画像処理技術、ネットワーク関連技術を核に組込機器だけでなくネットワーク化等シ

ステム全体で、顧客のニーズに対応することにより、当社グループの新たな事業領域である「組込ソリューション関

連事業」の事業拡大と収益化を図ってまいります。

②コスト削減の徹底

事務所の縮小、組織体制の見直し等によるグループ全体の販売費及び一般管理費の削減、業務効率の改善に努める

ことでグループ全体のコスト削減を図ってまいります。

③管理会計の体制強化

引き続き管理会計の強化と共に予算管理の徹底を図り、予算との乖離が生じた場合には早期の検討が可能な体制

を構築してまいります。

④新規事業の開拓

新たな収益源の確保を目的とするため、新規事業の開拓も含めた事業構造の見直しを行い、継続的に収益確保が可

能な事業構造の早期実現化を図ってまいります。　

⑤財務体質の改善

引き続き資金計画に関する管理を徹底すると共に、新規事業、事業構造の見直しに必要な資金調達について直接金

融・間接金融を問わず検討し、財務体質の改善を図ってまいります。

以上の施策を着実に実行するとともに、今後も引続き有効と考えられる施策については、積極的に実施してまいり

ます。

しかしながら、これらの施策は実施途中及び展開予定の施策であり、今後の営業活動の状況、環境の変化等によっ

て計画通り進捗しない可能性があります。したがって現時点では、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れます。　 　

　

EDINET提出書類

株式会社リアルビジョン(E02057)

四半期報告書

 4/17



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 161,950

計 161,950

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年６月30日現在）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月14日現在）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 49,187 49,187
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 49,187 49,187 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日
－ 49,187 － 1,247,549 － －

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。　

①【発行済株式】

 平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    　1 －
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 49,186 49,186 同上

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 49,187 － －

総株主の議決権 － 49,186 －

　

②【自己株式等】 

 平成25年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社リアルビジョン
横浜市港北区新横浜

3-1-4
1 － 1 0.0

計 － 1 － 1 0.0

　　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、前事業年度の有価証券報告書に記載した事項を除き、当四半期累計期間

において、役員の異動はありません。　　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）については四半期連結財務諸表

を作成していないため、四半期連結損益書及び四半期包括利益計算書に係る比較情報は記載しておりません。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、明誠監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

　第17期連結会計年度　　　　　　　　監査法人シドー

　第18期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　　　明誠監査法人
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 103,967 77,531

受取手形及び売掛金 78,325 54,186

商品及び製品 5,678 3,616

仕掛品 4,098 14,203

関係会社短期貸付金 353,000 353,000

その他 13,597 14,963

流動資産合計 558,667 517,500

固定資産

有形固定資産 279 250

無形固定資産

のれん 170,039 160,930

その他 6,853 5,888

無形固定資産合計 176,893 166,819

投資その他の資産

投資有価証券 48,631 50,792

関係会社株式 12,308 12,308

その他 19,349 19,349

貸倒引当金 △11,939 △11,939

投資その他の資産合計 68,349 70,511

固定資産合計 245,522 237,581

資産合計 804,189 755,081

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,300 －

関係会社短期借入金 － 9,800

未払法人税等 1,005 937

賞与引当金 7,516 1,205

その他 24,236 28,629

流動負債合計 36,059 40,572

固定負債

退職給付引当金 9,690 8,570

資産除去債務 3,847 3,865

その他 3,020 2,807

固定負債合計 16,558 15,243

負債合計 52,618 55,815
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,247,549 1,247,549

利益剰余金 △488,477 △542,944

自己株式 △185 △185

株主資本合計 758,885 704,419

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △7,314 △5,153

その他の包括利益累計額合計 △7,314 △5,153

純資産合計 751,571 699,266

負債純資産合計 804,189 755,081
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 53,127

売上原価 24,378

売上総利益 28,748

販売費及び一般管理費 87,254

営業損失（△） △58,505

営業外収益

受取利息 1,005

受取配当金 2,344

その他 1,010

営業外収益合計 4,359

営業外費用

支払利息 37

その他 0

営業外費用合計 37

経常損失（△） △54,183

税金等調整前四半期純損失（△） △54,183

法人税、住民税及び事業税 282

法人税等合計 282

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △54,466

四半期純損失（△） △54,466
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △54,466

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,161

その他の包括利益合計 2,161

四半期包括利益 △52,304

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △52,304

少数株主に係る四半期包括利益 －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社グループは、平成14年3月期より前連結会計年度まで継続して当期純損失を計上し、当第１四半期連結累計期

間においても四半期純損失54,466千円を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しております。

当社グループは、当該状況を解消すべく、以下の施策を実行し、収益の改善に取り組んでおります。

①収益基盤の確立と強化

当社の主要事業である「グラフィックス関連事業」の収益化の具体的な施策として、産業用グラフィックス事業

では、医用及び航空管制向けの市場は堅調に拡大しており、当社独自技術のFVTを搭載した新製品のOEM販売等により

安定した販路確保に努めるとともに、アミューズメント事業については、前連結会計年度において事業再編によるコ

スト削減のための縮小を行い、産業用グラフィックス事業に経営資源を集中させることにより、早期黒字化と収益基

盤の確立を図ってまいります。

また、前連結会計年度において連結子会社化したソアー社の永年様々な顧客要求を通じて確立したハードウェア

・ソフトウェア協調設計技術、画像処理技術、ネットワーク関連技術を核に組込機器だけでなくネットワーク化等シ

ステム全体で、顧客のニーズに対応することにより、当社グループの新たな事業領域である「組込ソリューション関

連事業」の事業拡大と収益化を図ってまいります。

②コスト削減の徹底

事務所の縮小、組織体制の見直し等によるグループ全体の販売費及び一般管理費の削減、業務効率の改善に努める

ことでグループ全体のコスト削減を図ってまいります。

③管理会計の体制強化

引き続き管理会計の強化と共に予算管理の徹底を図り、予算との乖離が生じた場合には早期の検討が可能な体制

を構築してまいります。

④新規事業の開拓

新たな収益源の確保を目的とするため、新規事業の開拓も含めた事業構造の見直しを行い、継続的に収益確保が可

能な事業構造の早期実現化を図ってまいります。　

⑤財務体質の改善

引き続き資金計画に関する管理を徹底すると共に、新規事業、事業構造の見直しに必要な資金調達について直接金

融・間接金融を問わず検討し、財務体質の改善を図ってまいります。

以上の施策を着実に実行するとともに、今後も引続き有効と考えられる施策については、積極的に実施してまいり

ます。

しかしながら、これらの施策は実施途中及び展開予定の施策であり、今後の営業活動の状況、環境の変化等によっ

て計画通り進捗しない可能性があります。したがって現時点では、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れます。　 　

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却費は、次のと

おりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

減価償却費 1,010千円

のれんの償却費 9,109千円

　　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

グラフィック
ス関連

組込ソ
リューショ
ン
関連

部材関連 計

売上高       

外部顧客への売上高 24,696 28,431 － 53,127 － 53,127

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 24,696 28,431 － 53,127 － 53,127

セグメント利益又は損失

（△） 
14,010△29,908 － △15,897△42,608△58,505

（注）１．セグメント損益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△42,608千円が含まれておりま

す。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門に係る費用であります。

２．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

(1）１株当たり四半期純損失金額 △1,107円35銭

（算定上の基礎）  

四半期純損失金額（千円） △54,466

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） △54,466

普通株式の期中平均株式数（株） 49,186

（注）潜在株式調潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　　

２【その他】

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社リアルビジョン(E02057)

四半期報告書

14/17



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年８月14日

株式会社リアルビジョン
取締役会　御中

明誠監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 西谷富士夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 安田　秀志　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リアルビ

ジョンの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日か

ら平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リアルビジョン及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

強調事項

継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで継続的に当期純損失を計上し、当第１

四半期連結累計期間においても四半期純損失54,466千円を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対す

る対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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その他の事項

　会社の平成25年３月31日をもって終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査が実施されてい

る。前任監査人は、当該連結財務諸表に対して平成25年６月26日付けで無限定適正意見を表明している。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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